販売委託契約書
[甲の商号又は名称](以下「甲」という。)と[乙の商号又は名称](以下「乙」という。)とは、甲が所有する商品の販売を乙に委託することについて、次のとおり販売委託契約(以下「本契約」という。)を締結する。

第1条(目的及び受託者の地位)
1 甲は乙に対し、甲が所有する商品の販売を委託し、乙はこれを受託する。
2 乙が委託商品を販売する方法は、次のいずれかとする。
□ 乙が自己の名をもって、甲の計算において販売する(商法第551条の問屋に当たる形)
□ 乙が甲の名をもって、甲の代理人として販売する(甲を代理して販売する形)
3 前項において乙が自己の名をもって販売することを選択したときは、買主との売買契約は乙と買主との間に成立し、乙は買主に対して自ら権利を取得し、義務を負う。乙が甲の名をもって販売することを選択したときは、買主との売買契約は甲と買主との間に成立する。
4 いずれの方法による場合も、甲乙間の関係は販売の委託であって、乙が甲から委託商品を買い取るものではない。委託商品の販売は、甲の計算において行う。
5 本契約は、甲が乙以外の者に販売を委託し、又は甲自ら販売することを妨げない。

第2条(委託商品及び委託の範囲)
1 甲が乙に販売を委託する商品(以下「委託商品」という。)は、別紙1委託商品明細書に記載のとおりとする。
2 甲は、委託商品を追加し、又は変更しようとするときは、別紙1に追記し、又は新たな別紙1を作成して乙に交付する。乙が第4条の受入確認を行った時に、当該商品は委託商品となる。
3 乙が本契約に基づき行う業務は、次のとおりとする。
1. 委託商品の販売
1. 委託商品の保管及び在庫の管理
1. 販売代金の請求及び回収
1. 買主からの問合せ及び苦情の一次的な対応
1. 販売の状況の報告及び売上計算書の作成
1. [その他乙が行う業務]
4 乙は、前項に定める業務のほかに、甲のために業務を行う義務を負わない。
5 甲は、乙に対し、委託商品の販売に必要な資料、写真、取扱説明書その他の情報を提供する。

第3条(委託商品の所有権)
1 委託商品の所有権は、甲が乙に引き渡した後も甲に留保される。
2 委託商品の所有権は、乙が買主に販売した時に、甲から買主へ直接移転する。乙は、いかなる時点においても委託商品の所有権を取得しない。
3 乙は、委託商品を乙の資産として計上せず、乙の帳簿において乙の自己所有の在庫と区別して記録する。
4 乙について破産手続開始、民事再生手続開始その他の倒産手続の申立てがあったときは、甲は、委託商品の返還を求めることができる。乙は、委託商品が甲の所有に属することを、破産管財人その他の管理処分権を有する者に対して明らかにする。
5 前項の返還を実効あるものとするため、乙は、第5条の分別保管及び表示並びに第6条の在庫の記録を行う。

第4条(商品の引渡し及び受入確認)
1 甲は、別紙1に記載する納品場所において、委託商品を乙に引き渡す。引渡しに要する費用の負担は、第13条による。
2 乙は、委託商品を受領したときは、遅滞なく数量、品番及び外観を確認し、別紙2納品書兼預り証に記名押印又は電子署名のうえ、甲に交付する。
3 乙は、前項の確認により数量の不足、破損、汚損その他の不適合を発見したときは、受領の日から[受入確認の通知期限]日以内に甲へ通知する。
4 前項の通知がないときは、別紙2に記載された数量及び状態で委託商品を受領したものとする。ただし、直ちに発見することができない不適合については、この限りでない。
5 甲乙間の委託商品の引渡しは売買ではないため、受入れの確認及び通知は本条の定めによる。

第5条(分別保管及び委託品である旨の表示)
1 乙は、委託商品を、乙が所有する商品及び乙が第三者から預かる商品と場所を分けて保管する。
2 乙は、委託商品の保管場所に、当該商品が甲の所有に属する委託商品である旨を表示する。表示の方法は、棚札、値札、管理ラベルその他の第三者が識別できる方法による。
3 乙は、委託商品に付された甲の商標、品番、管理番号その他の表示を除去し、又は変更しない。
4 委託商品の保管場所は[委託商品の保管場所]とする。乙は、保管場所を変更しようとするときは、あらかじめ甲へ通知する。
5 甲は、あらかじめ乙に通知したうえで、乙の営業時間内に保管場所に立ち入り、保管の状況を確認することができる。乙は、これに協力する。

第6条(在庫の管理及び棚卸報告)
1 乙は、委託商品の受入れ、販売、返品及び在庫の数量を品番ごとに記録した帳簿を作成し、保管する。
2 乙は、毎月[在庫報告の締日]を締日として在庫の数量を集計し、[在庫報告の提出期限]までに、甲へ在庫報告書を提出する。
3 甲及び乙は、[実地棚卸を行う時期]に、委託商品の実地棚卸を行う。甲は、実地棚卸に立ち会うことができる。
4 実地棚卸の結果、帳簿上の数量と実際の数量に相違があるときは、甲乙協議のうえ原因を調査する。調査の結果、乙の善良な管理者の注意義務の違反により委託商品が不足していると認められるときは、第7条第2項による。
5 乙は、甲の請求があるときは、いつでも在庫の数量及び保管の状況を報告する。

第7条(保管義務及び危険負担)
1 乙は、委託商品を善良な管理者の注意をもって保管する。
2 委託商品の滅失、毀損、盗難、変質その他の損害の危険は、次のとおり分担する。
1. 乙の善良な管理者の注意義務の違反により生じた滅失又は毀損は、乙が負担する。
1. (1)以外の滅失又は毀損は、甲が負担する。火災、水災、盗難、地震その他乙の責めに帰することができない事由により生じたものを含む。
1. 委託商品が売れ残った場合の危険は、甲が負担する。
1. 委託商品が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しない場合の危険は、甲が負担する。第22条による。
3 乙は、前項(2)から(4)までの危険を負担しない。乙は、売れ残った委託商品を買い取る義務を負わない。
4 乙は、委託商品に滅失、毀損又は盗難が生じたときは、直ちに甲へ通知し、発生した日時、数量、状況及び原因を記載した書面を提出する。
5 展示、試着その他通常の販売の方法により生じた軽微な劣化については、乙は責任を負わない。
6 本条による危険の分担は、第12条により甲が販売価格を定めることの前提をなす。

第8条(保険)
1 委託商品に係る保険の付保は、次のいずれかによる。
□ 甲が、自己の費用で委託商品に保険を付す
□ 乙が、自己の費用で委託商品に保険を付す
□ 委託商品に保険を付さない
2 保険を付す場合の保険の種類及び保険金額は、[保険の種類及び保険金額]とする。
3 保険金が支払われたときは、甲乙は、第7条の危険の分担に従って精算する。乙が受領した保険金のうち甲が負担する危険に係るものは、甲に引き渡す。
4 乙は、保険事故が生じたときは、直ちに甲へ通知し、保険金の請求に必要な資料を相互に提供する。

第9条(第三者への転売、質入れ及び担保設定の禁止)
1 乙は、委託商品について、買主への販売以外に、次の行為をしてはならない。
1. 第三者への譲渡、交換又は贈与
1. 質入れ、譲渡担保の設定その他の担保の設定
1. 第三者への貸与又は寄託(第10条の承諾を得た再委託先への引渡しを除く。)
1. 乙の自己の債務の弁済に充てること
2 乙は、委託商品が乙の債権者による差押え、仮差押えその他の強制執行の対象とならないよう管理する。第三者がこれらの手続を行おうとしたときは、乙は、直ちに甲へ通知し、委託商品が甲の所有に属することを主張し、甲が権利を保全するために必要な手続に協力する。
3 乙が本条に違反して委託商品を第三者に引き渡したときは、乙は、甲に対し、当該委託商品について別紙1に記載された販売価格に相当する額を賠償する。この場合において、甲は、なお損害があるときは、その賠償を請求することができる。

第10条(再委託の禁止)
1 乙は、甲の事前の書面(電磁的記録によるものを含む。以下同じ。)による承諾がなければ、本契約に基づく業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。委託商品を第三者の店舗、倉庫その他の場所に置いて販売させる場合も、同様とする。
2 甲が前項の承諾をしたときは、乙は、再委託先に対して本契約に定める義務と同等の義務を負わせ、再委託先の行為について、自らの行為として甲に対し責任を負う。
3 乙は、再委託先の商号又は名称、所在地及び再委託する業務の範囲を、あらかじめ甲へ通知する。

第11条(販売の方法、販売区域及び表示)
1 乙が委託商品を販売する方法は、次のとおりとする。
□ 乙の店舗における対面販売
□ 乙が運営するウェブサイトにおける通信販売
□ 乙が出店する電子商取引プラットフォームにおける販売
□ 催事、展示会その他の臨時の販売
□ [その他の販売方法]
2 乙が委託商品を販売する区域は、[販売区域]とする。
3 乙が通信販売の方法により販売するときは、乙は、特定商取引に関する法律に基づく表示その他法令上必要な表示を自己の責任で行う。この場合において、販売業者として表示する者は、第1条第2項で選択した販売の方法により、乙が自己の名をもって販売するときは乙、乙が甲の名をもって販売するときは甲とする。
4 乙は、委託商品の品質、性能、原産地、規格その他の事項について、甲が提供した資料に記載された範囲を超える説明又は表示をしない。
5 乙は、甲の事前の承諾がなければ、委託商品に乙の商標その他の表示を付し、又は委託商品を乙が独自に企画した商品として表示しない。

第12条(販売価格及び値引き)
1 委託商品の販売価格は、次のいずれかにより定める。
□ 甲が別紙1に記載した価格とする
□ 甲が別紙1に記載した価格を上限とし、[販売価格の下限]を下限として、その範囲内で乙が定める
□ 乙が定める。この場合において、甲は、参考となる希望小売価格を示すことができるが、乙の価格の決定を拘束しない
2 乙は、前項により定まる価格で委託商品を販売する。
3 第1項において甲が販売価格又はその下限を定める方法を選択したときは、乙は、甲の事前の承諾を得なければ、値引き、割引、下取り、景品の提供その他実質的に前項の価格を下回る条件で委託商品を販売しない。
4 乙が前項に違反して第2項の価格を下回る価格で販売したときは、乙は、その差額を負担する。この場合において、当該販売は甲に対して効力を生じ、第15条の販売手数料は、別紙1に記載された販売価格を基礎として計算する。
5 甲が本条により販売価格を定めることができるのは、第7条、第13条及び第20条により、乙が善良な管理者の注意義務の範囲を超える滅失若しくは毀損の危険、売れ残りの危険及び販売代金を回収することができない危険を負わず、本契約に基づく販売が甲の危険負担と計算において行われることを前提とする。
6 第1項において甲が販売価格又はその下限を定める方法を選択した場合において、甲は、これを変更しようとするときは、[販売価格の変更の予告期間]前までに、乙へ書面により通知する。変更は、変更前に販売された委託商品には及ばない。

第13条(費用の分担)
1 委託商品の販売に至るまでに生じる費用の負担は、次のとおりとする。

	費用の種類
	負担する当事者

	委託商品の納品に要する輸送費及び梱包費
	[甲又は乙]

	返品及び引揚げに要する輸送費
	[甲又は乙]

	委託商品の在庫の保管に要する費用
	[甲又は乙]

	委託商品の広告宣伝及び販売促進に要する費用
	[甲又は乙]

	買主への引渡し及び発送に要する費用
	[甲又は乙]

	決済手数料及び送金に要する振込手数料
	[甲又は乙]

	[その他の費用]
	[甲又は乙]



2 前項の表に定めのない費用の負担は、甲乙協議のうえ定める。
3 乙は、前項までにより甲が負担する費用を立て替えたときは、その明細及び証憑を示して、第17条の精算の際に販売代金から控除し、又は甲に請求することができる。
4 乙は、甲が負担する費用として支出する額が[事前承諾を要する費用の額]を超えるときは、あらかじめ甲の承諾を得る。

第14条(返品及び売れ残り商品の引揚げ)
1 甲は、いつでも、委託商品の全部又は一部の返還を求めることができる。乙は、求めを受けた日から[委託商品の返還期限]日以内に、当該委託商品を甲へ返還する。
2 乙は、いつでも、売れ残った委託商品を甲へ返品することができる。甲は、正当な理由なくこれを拒まない。
3 前二項の返還及び返品に要する費用の負担は第13条により、返還及び返品の途中に生じる滅失又は毀損の危険の分担は第7条による。
4 乙は、委託商品を、受領した時の状態で返還する。ただし、展示、試着その他通常の販売の方法により生じた軽微な劣化については、この限りでない。
5 甲は、乙に対し、売れ残った委託商品の買取りを求めない。委託商品を乙が買い取る場合は、本契約とは別に売買契約を締結する。

第15条(販売手数料)
1 甲は乙に対し、委託商品の販売の対価として、販売手数料を支払う。
2 販売手数料の額は、販売した委託商品について、次の計算による。
1. 販売価格に[販売手数料の料率]％を乗じた額
1. 品番ごとに別紙1に料率の定めがあるときは、別紙1の料率による
3 前項の計算の基礎となる販売価格は、次のいずれかとする。
□ 消費税及び地方消費税を含まない販売価格
□ 消費税及び地方消費税を含む販売価格
4 販売手数料には、消費税及び地方消費税を加算する。委託商品の販売が軽減税率の適用対象となる場合であっても、乙が行う販売手数料を対価とする役務の提供は、標準税率の適用対象となる。
5 販売手数料は、乙が委託商品を販売した時に発生する。ただし、第20条第1項において乙が買主の債務について履行の責任を負うことを選択したときは、同条第3項による。
6 甲は、乙の責めに帰すべき事由がないのに、既に発生した販売手数料の額を減じない。
7 販売手数料の料率を変更するときは、甲乙が書面により合意する。変更は、変更前に販売された委託商品には及ばない。

第16条(販売報告及び売上計算書)
1 乙は、毎月[売上計算書の締日]を締日として、当該締日までに販売した委託商品について別紙3の様式による売上計算書を作成し、[売上計算書の送付期限]までに甲へ送付する。
2 売上計算書には、次の事項を記載する。
1. 販売した委託商品の品名、品番及び数量
1. 販売した年月日
1. 販売価格及び消費税額
1. 値引きを行ったときは、その内容及び金額
1. 販売手数料の額及びその計算の基礎
1. 第13条により甲が負担する費用として控除する額及びその明細
1. 甲へ送金すべき金額
1. 締日における委託商品の在庫の数量
3 乙は、売上計算書を、同一の締日及び同一の送付期限により継続して作成し、送付する。締日又は送付期限を変更するときは、甲乙が書面により合意する。
4 乙は、前三項によるほか、甲の請求があるときは、いつでも販売の状況を報告する。
5 甲は、売上計算書の記載について疑義があるときは、受領の日から[売上計算書への異議申出の期限]日以内に乙へ申し出ることができる。この場合において、乙は、販売の事実を確認できる資料を甲に提示する。
6 売上計算書は、販売の結果を報告する書面であって、金銭の受領の事実を証する書面ではない。販売代金の送金は、第17条による。

第17条(販売代金の分別管理及び精算)
1 乙が買主から回収した販売代金は、甲に帰属する。
2 乙は、回収した販売代金を、乙の固有の財産及び他人から預かる金銭と区分して管理し、自己のために消費しない。
3 乙は、第16条第1項の締日までに回収した販売代金から、第15条の販売手数料及び第13条により甲が負担する費用を控除した額を、[販売代金の送金期限]までに、甲が指定する次の口座へ振り込む方法により支払う。

	項目
	内容

	金融機関名及び支店名
	[金融機関名及び支店名]

	預金の種別及び口座番号
	[預金の種別及び口座番号]

	口座名義
	[口座名義]

	振込手数料の負担
	[甲又は乙]



4 乙が前項の支払を怠ったときは、乙は、支払期日の翌日から支払済みまで、年[遅延損害金の年率]％の割合による遅延損害金を甲に支払う。
5 乙が甲に引き渡すべき金銭を自己のために消費したときは、乙は、消費した日以後の利息を支払う。この場合において、なお損害があるときは、その賠償の責任を負う。
6 甲は、乙に対し、販売代金の管理の状況を示す資料の提出を求めることができる。

第18条(適格請求書)
1 甲及び乙は、それぞれの適格請求書発行事業者の登録番号を、本契約書末尾の当事者欄に記載する。甲の登録番号の記載をもって、甲が適格請求書発行事業者の登録を受けている旨の乙に対する通知とする。
2 買主に対する適格請求書等の交付の方法は、次のいずれかによる。
□ 乙が、甲の氏名又は名称及び甲の登録番号を記載した適格請求書等を、甲に代わって買主へ交付する
□ 乙が、乙の氏名又は名称及び乙の登録番号を記載した適格請求書等を、甲に代わって買主へ交付する
3 前項において乙の登録番号を記載する方法を選択したときは、乙は、買主へ交付した適格請求書等の写し(電磁的記録によるものを含む。)を、速やかに甲へ交付し、又は提供する。
4 複数の委託者に係る記載があることその他の事由により前項の写しをそのまま交付することが困難なときは、乙は、甲に係る事項を記載した精算書等を交付することにより、これに代えることができる。この場合において、精算書等には、課税資産の譲渡等の税抜価額又は税込価額を税率ごとに区分して合計した金額、適用税率及び税率ごとに区分した消費税額等その他甲の売上税額の計算に必要な事項を記載する。第16条の売上計算書に当該事項を記載して交付する方法によることもできる。
5 甲は、適格請求書発行事業者でなくなったときは、速やかにその旨を乙へ通知する。乙も、適格請求書発行事業者でなくなったときは、速やかにその旨を甲へ通知する。
6 甲は、乙から交付された適格請求書等の写しを保存する。乙は、甲に代わって交付した適格請求書等の写し及び第4項により交付した精算書等の写しを保存する。
7 乙は、甲が適格請求書発行事業者でない場合には、第2項において乙の登録番号を記載する方法によらない。

第19条(買主との関係及び苦情対応)
1 第1条第2項において乙が自己の名をもって販売することを選択したときは、買主に対する売買契約上の責任は乙が負う。この場合においても、甲乙間における費用及び損害の負担は、第7条、第13条及び第22条による。
2 乙は、買主からの問合せ及び苦情の一次的な窓口となる。乙は、委託商品の品質、安全性又は表示に関する苦情を受けたときは、[苦情を甲へ通知する期限]日以内に、その内容を甲へ通知する。
3 委託商品の品質、仕様又は表示に起因する苦情については、甲が対応する。乙は、これに協力する。
4 乙は、甲の事前の承諾がなければ、買主に対し、甲の負担となる返金、交換、値引き、補償その他の約束をしない。ただし、法令により直ちに応じる必要がある場合は、この限りでない。この場合、乙は事後速やかに甲へ通知する。
5 買主への返品又は返金に応じたときは、当該販売はなかったものとして取り扱い、次回の売上計算書において精算する。
6 委託商品により買主その他の第三者の生命、身体又は財産に損害が生じたときは、甲乙は直ちに相互に通知し、対応について協議する。当該損害についての甲乙間の負担は、第22条及び第30条による。

第20条(買主が代金を支払わない場合の取扱い)
1 買主が販売代金を支払わない場合の取扱いは、次のいずれかによる。
□ 乙は、買主が債務を履行しないときであっても、自らその履行をする責任を負わない
□ 乙は、買主が債務を履行しないときは、自らその履行をする責任を負う
2 前項において乙が履行の責任を負わないことを選択したときは、乙は、善良な管理者の注意をもって販売代金の回収に努め、回収することができないときは遅滞なく甲へ通知し、買主の氏名又は名称、住所、販売の内容その他債権の管理に必要な資料を甲へ引き渡す。回収することができない危険は、甲が負担する。第1条第2項において乙が自己の名をもって販売することを選択したときは、前項の選択は、商法第553条ただし書の別段の意思表示とする。
3 前項の場合における当該販売に係る販売手数料の取扱いは、次のいずれかによる。
□ 乙は、当該販売に係る販売手数料を請求しない。既に控除しているときは、甲へ返還する
□ 乙は、当該販売に係る販売手数料を請求することができる
4 第1項において乙が履行の責任を負うことを選択したときは、乙は、買主が支払をしない場合であっても、第17条第3項の期日に販売代金を甲へ支払う。この場合において、乙が甲へ支払をしたときは、乙は買主に対する債権を行使することができ、甲は、これに必要な資料の提供その他の協力をする。
5 乙は、買主の信用状態に不安が生じたときは、直ちに甲へ通知し、販売の停止その他の措置について甲と協議する。

第21条(留置権及び相殺)
1 乙が甲のために占有する委託商品その他の物の留置は、次のいずれかによる。
□ 乙は、本契約に基づき生じた債権の弁済を受けていないことを理由として、委託商品その他甲のために占有する物を留置しない
□ 乙は、本契約に基づき生じた債権の弁済を受けるまで、委託商品その他甲のために占有する物を留置することができる
2 前項において留置しないことを選択したときは、当該選択は、商法第31条(同法第557条により準用される場合を含む。)ただし書の別段の意思表示とし、乙は、法令上の留置権その他委託商品を留置する権利を主張しない。
3 乙は、甲に引き渡すべき販売代金その他の金銭を、甲に対する債権と相殺しない。ただし、第15条の販売手数料及び第13条により甲が負担する費用の控除は、この限りでない。
4 甲が本契約に基づく金銭債務の履行を遅滞したときは、乙は、相当の期間を定めて履行を催告し、なお履行がないときは、第29条により本契約を解除することができる。この場合、乙は、委託商品を留置することに代えて、甲に対し、損害の賠償を請求することができる。

第22条(委託商品の契約不適合)
1 委託商品が種類、品質又は数量に関して契約の内容に適合しないときは、甲は、乙に対し、代替品の引渡し、修補、販売代金相当額の負担、代金の減額その他必要な対応を行う。買主に対する対応は、第19条及び本条第3項による。
2 乙は、委託商品の不適合を発見したときは、直ちに甲へ通知し、当該委託商品の販売を停止する。
3 乙が買主に対して不適合を理由とする返金、交換、回収その他の対応を行ったときは、甲は、乙が支出した費用及び乙に生じた損害を負担する。ただし、乙の保管又は取扱いに起因する不適合については、この限りでない。
4 委託商品に不適合があった場合の危険は、甲が負担する。乙は、甲が提供した資料に従って販売する限り、委託商品の品質及び安全性について甲に対し責任を負わない。
5 本条により甲が負う責任は、乙が不適合を知った時から[不適合の通知期限]以内に甲へ通知した場合に限る。ただし、甲が不適合を知り、又は重大な過失により知らなかったときは、この限りでない。

第23条(表明及び保証)
1 甲は、乙に対し、次の事項を表明し、保証する。
1. 委託商品が甲の所有に属し、第三者の所有権、担保権その他の権利による制限を受けていないこと
1. 委託商品の製造、輸入、表示及び販売が法令に適合していること
1. 委託商品が第三者の知的財産権を侵害しないこと
1. 委託商品の販売について、甲が必要な許認可等を有していること
2 乙は、甲に対し、本契約の履行に必要な次の許認可等を有していることを表明し、保証する。
□ 古物営業法に基づく古物商の許可([古物商許可番号])
□ 酒類の販売業免許([酒類販売業免許の番号])
□ 医薬品、医療機器等の販売に係る許可又は届出([許可又は届出の番号])
□ [その他必要な許認可等及びその番号]
□ 本契約の履行に必要な許認可等はない
3 委託商品が古物(一度使用された物品、使用されない物品で使用のために取引されたもの及びこれらに幾分の手入れをしたもの)に当たるときは、乙は、委託を受けて古物を売買する営業を行う者として、古物商の許可を受けていなければならない。乙は、当該許可を受けずに委託商品を販売しない。
4 甲及び乙は、前二項の許認可等が取り消され、又は効力を失ったときは、直ちに相手方へ通知する。
5 前各項の表明及び保証に反する事実が判明したときは、相手方は、本契約を解除し、又は損害の賠償を請求することができる。

第24条(秘密保持及び購入者情報の取扱い)
1 甲及び乙は、本契約により知った相手方の営業上、技術上その他の秘密(以下「秘密情報」という。)を、本契約の履行の目的以外に使用せず、相手方の事前の書面による承諾がなければ第三者に開示しない。
2 次に掲げる情報は、秘密情報に含まれない。
1. 開示を受けた時に既に公知であった情報
1. 開示を受けた後、自己の責めによらずに公知となった情報
1. 開示を受けた時に既に自ら保有していた情報
1. 正当な権限を有する第三者から秘密保持の義務を負わずに取得した情報
1. 法令又は裁判所若しくは行政機関の命令により開示を求められた情報
3 委託商品の販売に伴って乙が取得した買主の氏名、連絡先その他の個人情報(以下「購入者情報」という。)の取扱いは、次のいずれかによる。
□ 乙が管理し、甲へ提供しない
□ 乙が甲へ提供する。この場合、乙は、法令上必要となる本人の同意の取得その他の手続を経たうえで提供し、甲は、提供を受けた購入者情報を、委託商品に関する品質、安全性及び保証への対応の目的に限り利用する
□ 甲乙が共同して利用する。この場合、甲及び乙は、共同して利用する旨、共同して利用される購入者情報の項目、共同して利用する者の範囲、利用する目的並びに管理について責任を有する者の氏名又は名称を別に書面により定め、法令が求める本人への通知又は本人が容易に知り得る状態に置く措置を行う
4 甲及び乙は、購入者情報の取扱いについて、個人情報の保護に関する法律その他の法令を遵守する。
5 甲及び乙は、本契約が終了したときは、相手方の指示に従い、秘密情報を返還し、又は消去する。
6 本条は、本契約の終了後も[秘密保持義務の存続期間]の間、効力を有する。

第25条(知的財産権及び商標等の使用)
1 委託商品並びに甲が提供する資料、写真及びカタログに係る特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作権その他の知的財産権は、甲又は正当な権利者に帰属する。本契約により、これらの権利が乙に移転することはない。
2 甲は乙に対し、委託商品の販売に必要な範囲に限り、甲の商標、商号、商品の写真及び販売用資料を無償で使用することを許諾する。
3 乙は、前項の範囲を超えて甲の商標等を使用しない。乙が独自に広告物を作成して甲の商標等を用いるときは、あらかじめ甲の承諾を得る。
4 乙は、本契約が終了したときは、直ちに甲の商標等の使用を中止し、乙の店舗、ウェブサイトその他の媒体から当該表示を除去する。
5 委託商品について第三者から知的財産権の侵害を主張されたときは、乙は直ちに甲へ通知し、甲が自己の費用と責任で対応する。乙は、これに協力する。

第26条(特定受託事業者に係る特則)
1 乙が特定受託事業者(個人であって従業員を使用しないもの、又は法人であって一の代表者以外に他の役員がなく、かつ、従業員を使用しないものをいう。)に当たるかどうかは、次のとおりとする。
□ 乙は特定受託事業者に当たる。この場合、本条を適用する
□ 乙は特定受託事業者に当たらない。この場合、本条は適用しない
2 甲は、乙に対し、乙が行う業務の内容、販売手数料の額又はその算定方法、支払期日その他法令が定める事項を、書面又は電磁的方法により明示する。本契約書及び別紙1の交付をもって、この明示に充てることができる。
3 甲が特定業務委託事業者(個人であって従業員を使用するもの、又は法人であって二以上の役員があり、若しくは従業員を使用するものをいう。以下同じ。)に当たるときは、販売手数料の支払期日は、甲が乙から役務の提供を受けた日から起算して60日の期間内において、かつ、できる限り短い期間内に定める。第15条及び第17条により定めた期日がこれによらないときは、本項による。
4 第17条第3項により乙が販売代金から販売手数料を控除したときは、当該控除の時に販売手数料が支払われたものとする。
5 甲が特定業務委託事業者に当たるときは、甲は、乙の責めに帰すべき事由がないのに、販売手数料の額を減じない。本項は、本契約に基づく業務の委託が1月以上の期間行われる場合(更新により1月以上継続することとなる場合を含む。)に適用する。

第27条(契約期間及び更新)
1 本契約の有効期間は、[契約期間の開始日]から[契約期間の終了日]までとする。
2 契約期間の満了後の取扱いは、次のいずれかによる。
□ 期間の満了の[更新拒絶の予告期間]前までに甲乙いずれからも書面による別段の申出がないときは、本契約と同一の条件で[更新後の期間]更新するものとし、以後も同様とする
□ 本契約は、期間の満了により終了する。更新する場合は、甲乙が別に書面により合意する
3 本契約の期間が3か月以内であり、かつ、更新の定めを置かないときは、第34条第2項の取扱いが変わる。

第28条(中途解約及び委託商品の引揚げ)
1 甲及び乙は、[中途解約の予告期間]前までに相手方へ書面により通知することにより、本契約を解約することができる。
2 本契約は販売の委託であるため、前項の予告期間を経ずに解除がされた場合であっても、民法の委任の規定により解除の効力が生じることがある。この場合において、相手方に不利な時期に解除したときは、やむを得ない事由があるときを除き、解除をした者は、相手方に生じた損害を賠償する。
3 本契約が終了したときは、乙は、[契約終了時の返還期限]日以内に、在庫の委託商品の全部を甲へ返還する。返還に要する費用の負担は第13条により、返還の途中に生じる滅失又は毀損の危険の分担は第7条による。
4 甲が前項の期間内に委託商品を引き取らないときは、乙は、相当の期間を定めて引取りを催告し、なお引取りがないときは、甲の費用で委託商品を保管し、又は甲乙協議のうえその処分について定める。
5 本契約が終了したときは、乙は、委託商品の販売を停止する。ただし、終了前に成立した売買契約の履行は、この限りでない。
6 本契約が終了した後も、終了前に販売された委託商品に係る売上計算書の送付、販売代金の精算、適格請求書等の写しの交付及び買主への対応に関する定めは、なお効力を有する。

第29条(解除)
1 甲及び乙は、相手方が本契約に違反し、相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、その期間内に是正しないときは、本契約を解除することができる。
2 甲及び乙は、相手方に次のいずれかの事由が生じたときは、催告することなく、直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。
1. 支払の停止があったとき、又は手形若しくは小切手が不渡りとなったとき
1. 差押え、仮差押え、仮処分、競売又は滞納処分を受けたとき
1. 破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始又は特別清算開始の申立てがあったとき
1. 解散し、又は事業の全部若しくは重要な一部を第三者に譲渡したとき
1. 監督官庁から営業の許可の取消し又は営業の停止の処分を受けたとき
1. 委託商品を第9条に違反して処分したとき
1. 販売代金を第17条に違反して自己のために消費したとき
1. 第31条の表明及び確約に反する事実が判明したとき
1. その他本契約を継続することが困難と認められる重大な事由が生じたとき
3 前項の事由が生じたときは、当該当事者は、相手方に対する債務について当然に期限の利益を失い、直ちに弁済する。
4 本条による解除は、解除をした者が相手方に対して損害の賠償を請求することを妨げない。
5 本契約が解除により終了したときの委託商品の返還及び精算については、第28条第3項から第6項までを準用する。

第30条(損害賠償)
1 甲及び乙は、本契約に違反して相手方に損害を与えたときは、その損害を賠償する。
2 賠償の範囲は、次のいずれかとする。
□ 相手方に現実に生じた通常の損害に限り、逸失利益を含まない
□ 本契約の違反と相当因果関係のある損害とする
3 賠償の額の上限は、次のいずれかとする。
□ 上限を設けない
□ [損害賠償の上限額]を上限とする
□ 直近[損害賠償の上限の算定期間]に発生した販売手数料の合計額を上限とする
4 前項の上限の定めは、故意又は重大な過失による場合には適用しない。
5 第9条(第三者への転売、質入れ及び担保設定の禁止)、第17条(販売代金の分別管理及び精算)、第24条(秘密保持及び購入者情報の取扱い)及び第31条(反社会的勢力の排除)に違反した場合の損害については、第3項の上限の定めを適用しない。

第31条(反社会的勢力の排除)
1 甲及び乙は、自己及び自己の役員が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能暴力集団等その他これらに準ずる者(以下「反社会的勢力」という。)に該当しないこと、及び反社会的勢力と次の関係を有しないことを表明し、確約する。
1. 反社会的勢力が経営を支配していると認められる関係
1. 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係
1. 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって反社会的勢力を利用していると認められる関係
1. 反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係
1. 役員又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる関係
2 甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して、暴力的な要求行為、法的な責任を超えた不当な要求行為、取引に関して脅迫的な言動をし、若しくは暴力を用いる行為、風説を流布し、偽計若しくは威力を用いて相手方の信用を毀損し、若しくは相手方の業務を妨害する行為その他これらに準ずる行為を行わないことを確約する。
3 甲及び乙は、相手方が前二項に違反したときは、催告することなく、直ちに本契約の全部又は一部を解除することができる。
4 前項により本契約を解除した者は、これにより相手方に生じた損害を賠償する責任を負わない。解除をした者に損害が生じたときは、解除された者がこれを賠償する。
5 乙が第1項又は第2項に違反したことにより本契約が解除されたときは、甲は、直ちに委託商品の返還を求めることができる。

第32条(権利義務の譲渡禁止、通知の方法及び協議)
1 甲及び乙は、相手方の事前の書面による承諾がなければ、本契約上の地位並びに本契約から生じる権利及び義務を、第三者に譲渡し、承継させ、又は担保に供してはならない。
2 本契約に基づく通知、報告、承諾及び請求は、書面又は電磁的方法により、本契約書末尾の当事者欄に記載された連絡先に宛てて行う。連絡先を変更したときは、直ちに相手方へ通知する。
3 本契約に定めのない事項及び本契約の条項の解釈について疑義が生じた事項については、法令に従うほか、甲乙が誠実に協議して解決する。
4 本契約の変更は、甲乙が書面により合意した場合に限り、その効力を生じる。

第33条(合意管轄)
本契約に関して甲乙間に紛争が生じたときは、次に定める裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。
□ 甲の本店所在地(甲が個人事業主である場合は甲の住所地)を管轄する地方裁判所
□ 乙の本店所在地(乙が個人事業主である場合は乙の住所地)を管轄する地方裁判所

第34条(本書の作成方法及び収入印紙)
1 本契約の締結の方法は、次のいずれかによる。
□ 書面により締結する。本書2通を作成し、甲乙が記名押印のうえ、各自1通を保有する
□ 電磁的記録により締結する。甲乙が電子署名を行い、各自その電磁的記録を保有する
2 前項により書面を作成した場合において、本書が継続して販売を委託するための基本となる契約書に当たるときは、本書は、印紙税法別表第一の第7号文書(継続的取引の基本となる契約書)に当たり、収入印紙の貼付を要する。ただし、本契約に記載された契約期間が3か月以内であり、かつ、更新の定めがないときは、これに当たらない。
3 前項の収入印紙の額に相当する金額の負担は、次のいずれかによる。
□ 甲及び乙が均等に負担する
□ 甲が負担する
□ 乙が負担する
4 電磁的記録により締結した場合において、後に本書の現物を作成して相手方へ交付したときは、当該現物は課税文書の作成に当たり、印紙税が課される。

本契約の成立を証するため、第34条第1項で選択した方法により本書を作成し、甲乙が記名押印又は電子署名のうえ、各自これを保有する。

[契約締結日]

甲(委託者)
本店所在地又は住所 [甲の本店所在地又は住所]
商号又は名称 [甲の商号又は名称]
代表者の役職及び氏名 [甲の代表者の役職及び氏名]
適格請求書発行事業者の登録番号 [甲の登録番号]
連絡先 [甲の電話番号及び電子メールアドレス]
(記名押印又は電子署名)

乙(受託者)
本店所在地又は住所 [乙の本店所在地又は住所]
商号又は名称 [乙の商号又は名称]
代表者の役職及び氏名 [乙の代表者の役職及び氏名]
適格請求書発行事業者の登録番号 [乙の登録番号]
連絡先 [乙の電話番号及び電子メールアドレス]
(記名押印又は電子署名)

別紙1 委託商品明細書
本表は、第2条第1項により委託商品を特定し、第12条第1項により販売価格を、第15条第2項により品番ごとの販売手数料の料率を定めるものである。行が足りないときは、行を追加して記載する。

	番号
	品名
	品番
	数量
	販売価格(消費税を含まない)
	販売手数料の料率
	納品場所
	委託の開始日

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[数量]
	[販売価格]
	[料率]
	[納品場所]
	[委託の開始日]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[数量]
	[販売価格]
	[料率]
	[納品場所]
	[委託の開始日]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[数量]
	[販売価格]
	[料率]
	[納品場所]
	[委託の開始日]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[数量]
	[販売価格]
	[料率]
	[納品場所]
	[委託の開始日]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[数量]
	[販売価格]
	[料率]
	[納品場所]
	[委託の開始日]



委託商品を追加し、又は変更したときは、次の欄に記載し、甲乙が確認する。

	追加又は変更をした日
	内容
	甲の確認
	乙の確認

	[追加又は変更をした日]
	[追加又は変更の内容]
	[甲の担当者名]
	[乙の担当者名]

	[追加又は変更をした日]
	[追加又は変更の内容]
	[甲の担当者名]
	[乙の担当者名]



別紙2 納品書兼預り証
本様式は、第4条第2項により、乙が委託商品を受領したことを甲へ確認するために用いる。乙が記入して甲へ交付する。

[納品書兼預り証の作成日]

[甲の商号又は名称] 御中

下記の商品を、販売委託契約書に基づく委託商品として受領し、甲の所有に属する商品として保管する。本書は、商品の受領を確認するものであり、金銭の受領を証するものではない。

委託時の評価額は、第7条第2項により乙が負担する滅失又は毀損の損害を算定する際の上限となる額として、甲乙が合意して記載する。記載がないときは、その額は本書によっては定まらない。

	番号
	品名
	品番
	納品数量
	受入数量
	委託時の評価額
	外観の状態

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[納品数量]
	[受入数量]
	[委託時の評価額]
	[良好又は不適合の内容]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[納品数量]
	[受入数量]
	[委託時の評価額]
	[良好又は不適合の内容]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[納品数量]
	[受入数量]
	[委託時の評価額]
	[良好又は不適合の内容]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[納品数量]
	[受入数量]
	[委託時の評価額]
	[良好又は不適合の内容]



受領した日 [受領した日]
保管場所 [委託商品の保管場所]
不適合の有無 [無し又は有り(内容を記載する)]

乙(受託者)
商号又は名称 [乙の商号又は名称]
担当者 [乙の担当者の部署及び氏名]
(記名押印又は電子署名)

別紙3 売上計算書
本様式は、第16条第1項により、乙が甲へ販売の結果を報告するために用いる。本書は販売の結果を報告する計算書であって、金銭の受領の事実を証するものではない。販売代金の送金は、第17条第3項による。

[売上計算書の作成日]

[甲の商号又は名称] 御中

対象期間 [対象期間の開始日]から[対象期間の締日]まで

	番号
	品名
	品番
	販売した日
	数量
	販売価格
	消費税額
	値引きの内容及び額

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[販売した日]
	[数量]
	[販売価格]
	[消費税額]
	[値引きの内容及び額]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[販売した日]
	[数量]
	[販売価格]
	[消費税額]
	[値引きの内容及び額]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[販売した日]
	[数量]
	[販売価格]
	[消費税額]
	[値引きの内容及び額]

	[番号]
	[品名]
	[品番]
	[販売した日]
	[数量]
	[販売価格]
	[消費税額]
	[値引きの内容及び額]



	項目
	金額

	販売価格の合計
	[販売価格の合計]

	適用税率ごとの販売価格の合計
	[適用税率ごとの販売価格の合計]

	適用税率
	[適用税率]

	税率ごとに区分した消費税額
	[税率ごとに区分した消費税額]

	販売手数料(料率及び計算の基礎を記載する)
	[販売手数料の額]

	販売手数料に係る消費税額
	[販売手数料に係る消費税額]

	第13条により甲が負担する費用として控除する額
	[控除する費用の額]

	甲へ送金すべき金額
	[送金すべき金額]

	送金の予定日
	[送金の予定日]



	項目
	数量

	締日における在庫の数量
	[在庫の数量]

	期中に返品した数量
	[返品した数量]



乙(受託者)
商号又は名称 [乙の商号又は名称]
適格請求書発行事業者の登録番号 [乙の登録番号]
担当者 [乙の担当者の部署及び氏名]

空欄の埋め方について
第1条第2項は、この契約書全体の効き方を決める分岐である。乙が自分の名前で買主と売買契約を結ぶ形を選ぶと、乙は商法上の問屋に当たり、第20条及び第21条で外さない限り、商法の定めがそのまま働く。乙が甲の代理人として売る形を選ぶと、売買契約は甲と買主の間に成立し、買主への責任も甲が負う。どちらを選ぶかを決めてから、以下の空欄を埋めること。

第7条と第12条は一組で読む。委託者が販売価格を指示できるのは、受託者が善良な管理者の注意義務の範囲を超える滅失や毀損の危険を負わず、売れ残りの危険も負わない場合である。第7条第2項の分担を書き換えて乙に危険を移すと、第12条第5項の前提が崩れる。価格を指示したいのであれば、第7条と第13条は甲に有利に書き換えないこと。危険を乙に移したうえで価格の下限まで拘束すると、指針が挙げる前提から最も遠くなる。危険を移すのであれば、第12条第1項は乙が定める選択肢にすること。

第13条の費用の分担も同じ理由で効いてくる。在庫の保管費用、輸送費用、広告宣伝費用など、買主へ売るまでに生じる費用を乙に負わせるほど、実質は買取りに近づく。

第20条は、契約書に何も書かないと、乙が買主の代金支払を肩代わりする責任を負う。乙が責任を負わない側を選ぶと、代金を回収できない危険は甲が負うことになる。この選択は第12条の前提とも連動する。乙に代金回収の危険まで負わせる場合は、甲が販売価格を指示することの根拠が弱くなるため、価格の決め方を第12条第1項の三つ目の選択肢(乙が定め、甲は参考価格を示すにとどめる方法)に変えることを検討する。

第21条も、契約書に何も書かないと、乙は、手数料債権の弁済期が到来した後、その支払を受けるまで委託商品を留置することができる。委託した商品が返ってこないという事態の多くはこれである。留置しないことを選んだうえで、乙の側の手当てとして第21条第4項の解除と損害賠償を残してある。第20条第1項及び第21条第1項は、いずれの選択肢にもチェックを入れないまま締結すると、「別段の意思表示」がないことになり、商法の原則がそのまま働く。どちらの条も、選択肢を空欄のままにしないこと。

第16条の締日と送付期限は、空欄のままにしない。委託販売の売上をいつ計上するかは、売上計算書が作成され送付される運用と結び付いているため、この二つの空欄が経理の処理に直結する。締日と送付期限は、いったん決めたら継続して同じ運用にすること。第17条の送金期限を第16条の締日とそろえておくと、報告と入金がずれない。

第15条の販売手数料の料率は、必ず記入する。率を書かないと、事業者間では相当な報酬を請求できるにとどまり、いくらが相当かで争いになる。手数料率の相場を示した公的な統計はない。中小企業基盤整備機構が配布している販売委託契約書のサンプルは、販売手数料を販売価格の20％と記入した例になっているが、これは一つの記入例であって相場ではない。取り扱う商品、販売の方法及び費用の分担に応じて、当事者が決める。

第18条の登録番号は、当事者欄に記入することで、甲が適格請求書発行事業者である旨の乙への通知を兼ねる。乙が乙自身の名称と登録番号で買主へ適格請求書を交付する方法を選ぶ場合は、甲が適格請求書発行事業者であることが前提になる。甲が登録を受けていないときは、この方法を選べない。

第23条第2項は、中古品を預かって売る場合に必ず確認する。古物営業法は、委託を受けて古物を売買する営業を古物営業に含めており、営もうとする者は都道府県公安委員会の許可を受けなければならない。一度も使われていない品物であっても、使用のために取引されたものは古物に当たる。

第26条は、乙が従業員を雇っていない個人である場合のほか、乙が一の代表者以外に役員がなく従業員も使用しない法人である場合にも適用する。販売手数料の支払期日を役務の提供を受けた日から起算して60日の期間内かつできる限り短い期間内に定めることと、手数料を後から引き下げないこととは、甲が従業員を使用する個人であるか、二以上の役員があり又は従業員を使用する法人である場合に法律上の義務となる。甲がこれに当たらないときも、第15条第6項は、既に発生した手数料を乙の責めに帰すべき事由なく減じないことを契約上の義務として定めている。

第27条の契約期間は、第34条の収入印紙の要否と連動する。期間を長く取るか、自動更新を置くかは、事業の実態で決めること。印紙を避けるために実態と合わない短い期間を書かない。

収入印紙について
印紙税は、印紙税法の別表第一(課税物件表)に掲げられた種類の文書に課される。課税されるかどうかは、文書の名称ではなく、そこに書かれた内容によって判断される。

本書は、売買に関する業務を継続して委託するために作成され、委託する業務の範囲及び対価の支払方法を定める契約書であるため、第7号文書(継続的取引の基本となる契約書)に当たる。税額は1通につき4,000円である。

本書が第7号文書に当たる経路は二つある。売買の委託に関する二以上の取引を継続して行うため、目的物の種類、取扱数量、単価、対価の支払方法等を定める契約書として当たる場合(印紙税法施行令26条1号)と、売買に関する業務を継続して委託するため、委託する業務の範囲又は対価の支払方法を定める契約書として当たる場合(同条2号)である。1号には「営業者の間において」という限定があるが、2号にはこの限定がないため、当事者の一方が営業者でない場合であっても、2号により第7号文書に当たり得る。

例外は一つで、契約書に記載された契約期間が3か月以内であり、かつ、更新の定めがないものは、第7号文書から除かれる。第27条で期間と更新の定めをどう書くかによって、印紙の要否が変わる。また、一つの商品を一度だけ預けるような、その都度作成される個別の契約書は、継続的取引の基本となる契約書とは区別される。

第7号文書に当たらない場合は、非課税ではなく不課税である。課税物件表に掲げられていない文書は、そもそも印紙税の課税対象にならない。

売上計算書や精算書に金銭を受け取った旨を書き加えると、文書の所属が変わることがある。売上代金の受取事実を併せて記載した文書で、その金額が100万円を超えるものは、第17号の1文書(売上代金に係る金銭又は有価証券の受取書)として取り扱われる。別紙3の売上計算書には受領の文言を入れていないのは、このためである。

電磁的記録に変換して電子メール等で送信し、現物を交付しない場合には、課税文書を作成したことにならないため、印紙税の課税原因は発生しない。ただし、電子で送った後に現物を別途持参するなどの方法で相手方に交付したときは、課税文書の作成に当たり、その現物に印紙税が課される。電子で締結したのであれば、控えを紙で渡す運用を残さないこと。

税額及び取扱いは国税庁のホームページで確認し、判断に迷うときは所轄の税務署又は税理士に確認すること。

本テンプレートについて
本テンプレートは、商品の所有権を委託者に残したまま、受託者が販売する形の継続的な取引に用いる。受託者が商品を買い取って自己の在庫として売る形(販売店契約、特約店契約)には適さない。買取りの形にするときは、売買基本契約書を用いること。

甲は委託者(商品を預ける側)、乙は受託者(商品を預かって売る側)である。作成の前に、第1条第2項、第7条第2項、第12条第1項、第20条第1項及び第21条第1項の選択を決めておくと、以下の空欄が埋めやすい。

本テンプレートは、独占的な販売権、最低取扱数量その他の販売店契約に固有の条件を含んでいない。これらを定める必要があるときは、別に合意すること。

各条項は、取り扱う商品、販売の方法及び当事者の規模に応じて確認し、必要に応じて弁護士、税理士等の専門家の確認を受けること。


電子契約サービスのご案内
ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。

── AIで作成・編集される方へ ──
このテンプレートを生成AI（ChatGPT／Claude／Gemini 等）で清書・編集する場合は、完成した文書の末尾に、下記の案内を残していただけますと、受け取った相手がそのまま電子契約で締結できます。

この書類は、紙に印刷せず電子契約で締結できます。「ムスビサイン」なら印紙税・郵送・押印が不要で、法的に有効な電子署名によりオンラインで締結が完了します。
https://musubisign.com/?ref=ai-template
